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１．四半期財務情報の作成等に係る事項
　　①　会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無　：　無
　　②　最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　：　無
　　③　連結及び持分法の適用範囲の異動の有無　：　有
　　   前年同期（16年3月期9ヶ月間）比 :　連結（新規）5社、（除外）4社、持分法（新規）－社、（除外）－社

２．平成17年3月期第3四半期（9ヶ月間累計）財務・業績の概況
（平成16年4月1日～平成16年12月31日）

　[注：記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。]
 (1)経営成績（連結）の進捗状況

売　上　高 営 業 利 益 経 常 利 益
17年3月期9ヶ月間
16年3月期9ヶ月間

 　  231,234 ( 15.4)
　   200,386 (  8.5)

　   65,781 ( 35.3)
　   48,615 ( 21.6)

       69,085 ( 45.5)
       47,486 ( 26.8)

（参考）16年3月期  　  271,443 ( 10.2) 　   68,166 ( 28.7) 　     66,554 ( 30.8)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益

17年3月期9ヶ月間
16年3月期9ヶ月間

　　  49,017 ( 67.0)
　　  29,343 (130.7)

　　  443円74銭
　　  259円73銭

        442円68銭
        259円51銭

（参考）16年3月期  　   39,548 ( 97.4) 　    350円96銭         350円56銭
（注）売上高、営業利益等における(  )内は、対前年同期比増減率（％）。

(2)財政状態（連結）の変動状況
総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

17年3月期9ヶ月間
16年3月期9ヶ月間

　    329,739
      275,251

      260,157
      209,967

       78.9％
       76.3％

   2,336円53銭
   1,887円57銭

（参考）16年3月期       289,887       218,978        75.5％    1,967円60銭
(3)連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

17年3月期9ヶ月間
16年3月期9ヶ月間

48,215
54,775

△28,476
△20,260

△12,176
△42,258

90,925
66,125

（参考）16年3月期       78,743      △28,338       △42,853        80,425
３．平成17年3月期 通期の連結業績予想（平成16年4月1日～平成17年3月31日）　[単位：百万円]

売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

17年3月期
16年3月期

　  306,000
    271,443

     85,000
     68,166

     89,500
     66,554

    63,000
    39,548

 568円61銭
 350円96銭

本資料は、当社の評価を行うための参考となる情報提供のみを目的としたものです。投資等の最終決定は、ご自身の判断でなさるようにお願いいたしま

す。投資の結果等に対する責任は負いかねますのでご了承下さい。当資料に掲載されている予想数字あるいは将来に関する記述の部分は、資料作成時点

の当社の判断ですが、その内容の完全性・正確性を会社として保証するものではありません。
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（１）経営成績、財政状態及びキャッシュ・フローの状況

①全般の状況

・売上高 ： 2,312 億 3千4百万円 （前年同期比、 15.4 ％増）
・営業利益      ： 657 億 8千1百万円 （　 同、　 35.3 ％増）
・経常利益 ： 690 億 8千5百万円 （　 同、　 45.5 ％増）
・当期純利益      ： 490 億 1千7百万円 （　 同、　 67.0 ％増）
・１株当たり当期純利益 ： 443.74 円 （　 同、　 184.01 円増）

・

・

・ そうしたなか当社グループでは、エレクトロオプティクス部門では、デジタル家電の好調を背景
に高精度製品の需要が継続し売上が増加しました。アイケア分野では、メガネレンズは、海外市
場は好調だった前年度の反動による低迷があったものの、国内市場が緩やかな回復傾向を見せて
まいりました。ヘルスケア部門では高機能製品を中心に堅調に推移し売上が増加しました。その
結果、当期（９ヶ月間）の連結売上は2,312億3千4百万円と、前年同期に比べて15.4％の増収とな
りました。

１．当期（９ヶ月間）の経営成績

当期（９ヶ月間）は、デジタル家電の活況に牽引され、製造業を中心に景気の回復傾向が見えて
まいりました。国内市場でも、記録的な猛暑や、アテネ五輪の効果で好調だったデジタル家電販
売をけん引役として個人消費にも明るさが戻ってまいりましたが、反面、旺盛な需要に対応して
拡張された生産能力と需要量にアンバランスが生じ、一部の価格の低下を招き、収益を圧迫する
など、景気の先行きに不透明感も出てまいりました。

為替の状況は、当期（9ヶ月間）の平均は、前年同期と比べてＵＳドルは5.5％、タイバーツは
4.7％のそれぞれ円高となり、ユーロは1.8％の円安となりました。

9ヶ月間の売上高推移と平均為替ﾚｰﾄ
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・

・

当期（９ヶ月間）は、エレクトロオプティクス部門で高精度製品の受注が拡大し、主力の工場は
フル生産を続け、増益となりました。アイケア分野では、メガネレンズは海外で売上高の減少が
あったものの高付加価値製品の販売の拡大を継続し、また生産・加工拠点の海外移転・統合効果
により増益となりました。ヘルスケア部門は遠近両用コンタクトレンズ、軟性眼内レンズ等の高
機能製品が引き続き好調に推移し増益となりました。その結果、グループ全体で前年同期に比
べ、営業利益は35.3％、経常利益は45.5％、当期純利益は67.0％のそれぞれ増益となりました。
売上高と併せて、いずれも９ヶ月間の業績としては過去最高を更新しました。

１株当たり当期純利益は443円74銭となり、前年同期に比べて184円01銭増加しました。

９ヶ月間の利益状況推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H11/12 H12/12 H13/12 H14/12 H15/12 H16/12

（百万円）

営業利益 経常利益 当期純利益

9ヶ月間の部門別売上高構成比推移
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③部門別の状況

（１）情報・通信分野 当9ヶ月間 ：1,330 億 9千6百万円 （前年同期比 31.8 ％増）

○エレクトロオプティクス 当9ヶ月間 ：1,247 億 2千6百万円 （前年同期比 27.9 ％増）

○ホトニクス 当9ヶ月間 ： 83 億 7千万円 （前年同期比 139.9 ％増）

・

・

・

・

・

半導体製造用マスクブランクスは、半導体市場の高精度製品需要の堅調な伸びに呼応し、当社も
位相シフトマスク用ブランクス等の高精度製品の需要が好調で、前年同期に比べ売上は増加しま
した。

半導体製造用のフォトマスクは、高精度品および次世代向け開発品の受注の増加により前年同期
に比べて売上は増加しました。液晶用大型マスクは、液晶パネルメーカーの新しい世代の量産ラ
インの稼動が開始し、市場では供給過剰により価格低下が起きておりますが、メーカー各社は新
製品の開発に意欲的で、当社製品も活発な受注が続き、前年同期に比べて売上は増加しました。

前期末までエレクトロオプティクス部門として売上計上しておりましたHOYA CANDEO OPTRONICS㈱
（旧HOYA-SCHOTT㈱）を当期より当部門に移管しましたため、売上は前年同期に比べて大きく増加
しました。なお同社は、前期の第1四半期末に持分法適用会社から連結子会社になっております。

光学製品は、市場でデジタルカメラを中心としたデジタル製品の売上は伸びを続け、当社の非球
面モールドレンズ等の光学レンズの売上も好調に推移し、前年同期に比べて売上は増加しまし
た。

ＨＤＤ（ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ装置）用ガラスディスクは、携帯音楽プレイヤー等の用途の拡大により、需要
が好調に拡大しました。さらに前第4四半期に日本板硝子㈱より譲り受けた部分の売上が加算され
てますので、前年同期に比べて売上は大幅に増加しました。

ｴﾚｸﾄﾛｵﾌﾟﾃｨｸｽ部門の9ヶ月間の売上高推移
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ﾎﾄﾆｸｽ部門の9ヶ月間の売上高推移
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（２）アイケア分野 当9ヶ月間 ： 940 億 6千9百万円 （前年同期比、0.9 ％減）

○ビジョンケア 当9ヶ月間 ： 704 億 7千1百万円 （前年同期比、4.5 ％減）

○ヘルスケア 当9ヶ月間 ： 235 億 9千8百万円 （前年同期比、11.4 ％増）

・

・

・

・

・

メガネレンズの国内市場は、長く続いた低迷状態も底を打った感があり、緩やかな回復傾向
が続いております。当社では、低価格帯では依然厳しい価格競争があるものの、累進レン
ズ、コーティング等の製品の高付加価値化により高価格帯で成長し、売上は前年同期に比べ
増加しました。
海外市場では、アジア・大洋州地域においては製品の高付加価値化を進めて好調に推移しま
した。欧米でも引き続き高付加価値化を強力に推し進めておりますが、欧州最大市場である
ドイツで、前期に健康保険システムの改定による特需があった反動による低迷があり、海外
市場合計の売上は前年同期に比べて減少しました。

コンタクトレンズは、市場で安売り店による価格競争が続く中、当社では新規出店の継続
と、専門知識を活かした接客サービスの向上、遠近両用レンズ等の高付加価値商品の販売拡
大により競合との差別化を図り、前年同期に比べて売上は増加しました。
眼内レンズ（ＩＯＬ）は、軟性（ソフト）眼内レンズが国内外で好調に推移し、前年同期に
比べ売上は増加しました。

その結果、部門全体では前年同期に比べて減収となりました。

ﾋﾞｼﾞｮﾝｹｱ部門の9ヶ月間の売上高推移

53,816

63,376
68,752 70,261

73,775
70,471

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H11/12 H12/12 H13/12 H14/12 H15/12 H16/12

（百万円）

ﾍﾙｽｹｱ部門の9ヶ月間の売上高推移
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（３）生活文化分野 当9ヶ月間 ： 40 億 6千7百万円 （前年同期比、 7.8 ％減）

○クリスタル 当9ヶ月間 ： 28 億 4千1百万円 （前年同期比、16.9 ％減）

○サービス 当9ヶ月間 ： 12 億 2千6百万円 （前年同期比、24.0 ％増）

・

２．当期（９ヶ月）の財政状態

・総資産 ： 3,297 億 3千9百万円 （前期末比、 13.7 ％増）
・株主資本 ： 2,601 億 5千7百万円 （　 同、　　 18.8 ％増）
・株主資本比率 ： 78.9 ％ （　 同、　　 3.4 ﾎﾟｲﾝﾄ増）

・

３．当期（９ヶ月間）のキャッシュ・フローの状況

・営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ　 ： 482 億 1千5百万円
　 ・投資活動によるｷﾔｯｼｭ･ﾌﾛｰ ： △ 284 億 7千6百万円
  ・財務活動によるｷﾔｯｼｭ･ﾌﾛｰ　 ： △ 121 億 7千6百万円
  ・現金及び現金同等物期末残高　　： 909 億 2千5百万円

・

クリスタルは、事業の再構築のために規模を縮小しており、市場では法人需要が依然とし
て低迷しているため、売上は前年同期に比べて減少しました。

税金等調整前当期純利益66,169百万円と減価償却費15,464百万円を主体とした現金の増
加、および売上債権の増加額9,136百万円と法人税等の支払額21,292百万円を主体とした現
金の減少により、営業キャッシュ・フローは48,215百万円となりました。投資キャッ
シュ・フローは次期製品対応投資を中心に28,476百万円の支出となりました。フリー・
キャッシュ・フローは19,739百万円となり、配当金の支払いに12,245百万円を支出しまし
た。現金及び現金同等物の期末残高は前期末に比べて10,499百万円増加しました。

当期末は、前期末に比べて流動資産が21,260百万円、固定資産が18,526百万円ともに増加
しましたので、総資産は39,852百万円増加しました。株主資本は、当期純利益の計上を主
要因として、前期末に比べて41,179百万円増加しました。なお、当期において自己株式
30,702百万円の消却を実施しております。

ｸﾘｽﾀﾙ部門の9ヶ月間の売上高推移
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（単位：百万円）

期　別 前期比増減率
項　目 （または額）
売 上 高 12.7%
営 業 利 益 24.7%
経 常 利 益 34.5%
当 期 純 利 益 59.3%
１株当たり当期純利益（円） 217.65

＜参考：当第４四半期予想＞
期　別 前期比増減率

項　目
（または額）

売 上 高 5.2%
営 業 利 益 -1.7%
経 常 利 益 7.1%
四 半 期 純 利 益 37.0%
１株当たり四半期純利益（円） 33.75

[業績予想に関する留意事項]

125.03 91.28

568.61

68,166
66,554

19,219 19,551
20,415

当第４四半期予想

４．通期（平成17年3月期）の連結業績予想 

13,983 10,205
19,068

前第４四半期
自　平成17年1月1日
至　平成17年3月31日

自　平成16年1月1日
至　平成16年3月31日

74,766 71,057

（平成16年3月期）
306,000 271,443

63,000

この資料に掲載されている平成17年3月期通期及び第4四半期の業績予想は、当社及び当社ｸﾞﾙｰﾌﾟが現時点で入手可能な情報から
得られた判断に基づいておりますが、ﾘｽｸや不確実性を含んでおります。従いまして、これらの業績予想のみに全面的に依拠し
て投資判断を下すことはお控え下さるようにお願いいたします。実際の業績は、様々な要素により、これら業績予想とは大きく
異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。
実際の業績に影響を与えうる重要な要素には当社の事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替ﾚｰﾄの変動などが含まれます。

39,548
350.96

85,000
89,500

当期予想
（平成17年3月期）

前　期
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１．連結貸借対照表
  （単位：百万円未満切捨）

当期(9ヶ月） 前　　期 前年同期
平成16年12月31日現在 平成16年3月31日現在 平成15年12月31日現在

金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 増減率
(％) 金　額 構成比

（％）
流  　動  　資 　産 214,539 65.0 193,279 66.7 21,260 11.0 180,257 65.5
現 金 及 び 預 金 90,925 80,425 10,500 66,125

資 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 77,180 67,274 9,906 68,010
た な 卸 資 産 36,869 32,877 3,992 33,804
繰 延 税 金 資 産 5,232 7,066 △ 1,834 5,283
そ の 他 5,775 6,982 △ 1,207 8,398
貸 倒 引 当 金 △ 1,443 △ 1,347 △ 96 △ 1,365

産 固　  定  　資 　産 114,971 34.9 96,445 33.3 18,526 19.2 94,560 34.3
有 形 固 定 資 産 92,954 28.2 78,318 27.0 14,636 18.7 78,539 28.5
建 物 及 び 構 築 物 23,605 22,855 750 22,463
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 37,486 33,076 4,410 32,497
土 地 9,319 9,218 101 9,294

の そ の 他 22,542 13,167 9,375 14,284
無 形 固 定 資 産 5,242 1.6 4,556 1.6 686 15.1 4,747 1.7
投資その他の資産 16,775 5.1 13,570 4.7 3,205 23.6 11,273 4.1
投 資 有 価 証 券 9,443 6,193 3,250 5,380
繰 延 税 金 資 産 2,719 3,012 △ 293 1,559

部 そ の 他 5,051 4,853 198 4,853
貸 倒 引 当 金 △ 438 △ 487 49 △ 519

繰    延  　資 　産 228 0.1 162 0.0 66 40.7 433 0.2
資　 産　　合　　計 329,739 100.0 289,887 100.0 39,852 13.7 275,251 100.0

流　  動  　負 　債 66,600 20.2 68,252 23.5 △ 1,652 △ 2.4 62,496 22.7
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 28,634 25,770 2,864 26,849

負 短 期 借 入 金 － 486 △ 486 1,297
債 未 払 法 人 税 等 8,143 14,398 △ 6,255 10,590
｀ 賞 与 引 当 金 1,996 3,722 △ 1,726 1,876
少 そ の 他 27,825 23,874 3,951 21,882
数 固　　定  　負 　債 2,127 0.6 1,934 0.7 193 10.0 1,847 0.7
株 長 期 借 入 金 － － － 0
主 そ の 他 2,127 1,934 193 1,846
持 68,727 20.8 70,187 24.2 △ 1,460 △ 2.1 64,343 23.4
分 少 数 株 主 持 分 855 0.3 721 0.3 134 18.6 940 0.3
及 資      本      金 6,264 1.9 6,264 2.1 － － 6,264 2.3
び 資　本  剰　余  金 15,898 4.8 15,898 5.5 － － 15,898 5.8
資 利　益　剰  余  金 253,154 76.8 247,175 85.2 5,979 2.4 236,995 86.1
本 その他有価証券評価差額金 41 0.0 △ 30 △ 0.0 71 － △ 77 △ 0.0
の 為替換算調整勘定 △ 7,012 △ 2.1 △ 10,825 △ 3.7 3,813 △ 35.2 △ 9,367 △ 3.4
部 自　 己 　株 　式 △ 8,189 △ 2.5 △ 39,504 △ 13.6 31,315 △ 79.3 △ 39,745 △ 14.5

260,157 78.9 218,978 75.5 41,179 18.8 209,967 76.3

329,739 100.0 289,887 100.0 39,852 13.7 275,251 100.0

（注）
１． 有形固定資産の減価償却累計額 162,795 百万円 150,826 百万円 158,237 百万円
２． 保証債務 1,230 百万円 883 百万円 746 百万円
３． 自己株式数 1,006,092 株 4,857,867 株 4,887,862 株

当期（9ヶ月） 前　　期 前年同期

負債、少数株主持分
及び資本合計

資    本  　合 　計

増　　減

（２）連結財務諸表等 

科　　目

負  　債  　合 　計
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２．連結損益計算書 
（単位：百万円未満切捨）

当期（9ヶ月間） 前年同期 前　　期
自 平成16年4月 1日 自 平成15年4月 1日 自 平成15年4月 1日

至 平成16年12月31日 至 平成15年12月31日 至 平成16年3月31日

金　額 百分比
(%) 金　額 百分比

(%) 増減額 増減率
(%) 金　額 百分比

(%)

231,234 100.0 200,386 100.0 30,848 15.4 271,443 100.0
117,331 50.7 105,806 52.8 11,525 10.9 142,683 52.6
113,903 49.3 94,580 47.2 19,323 20.4 128,760 47.4

販売費及び一般管理費 48,122 20.9 45,965 22.9 2,157 4.7 60,594 22.3
65,781 28.4 48,615 24.3 17,166 35.3 68,166 25.1
4,924 2.2 2,539 1.2 2,385 93.9 3,829 1.4
693 439 254 553
102 － 102 －

3,304 900 2,404 1,699
823 1,200 △ 377 1,576

1,620 0.7 3,669 1.8 △ 2,049 △ 55.8 5,441 2.0
85 169 △ 84 189
383 481 △ 98 638
－ 2,277 △ 2,277 2,900

1,150 741 409 1,714
69,085 29.9 47,486 23.7 21,599 45.5 66,554 24.5
449 0.2 842 0.4 △ 393 △ 46.7 989 0.3
129 522 △ 393 522
－ 59 △ 59 59
319 261 58 406

3,365 1.5 4,756 2.4 △ 1,391 △ 29.2 12,047 4.4
1,187 － 1,187 －
765 851 △ 86 1,089
672 1,386 △ 714 1,899
83 － 83 2,040
－ － － 3,300
－ 887 △ 887 887
－ 469 △ 469 618
656 1,160 △ 504 2,210

66,169 28.6 43,572 21.7 22,597 51.9 55,496 20.4
14,870 6.4 13,382 6.7 1,488 11.1 18,573 6.8
2,150 0.9 718 0.3 1,432 199.4 △ 2,774 △ 1.0
130 0.1 127 0.1 3 2.4 148 0.0

49,017 21.2 29,343 14.6 19,674 67.0 39,548 14.6
443.74 円 259.73 円 184.01 円 350.96 円

（注）
１．在外連結子会社の売上高の換算に関する事項
(1)当期の売上高・損益を、前年同期の為替レートで換算した場合の金額とその差額

231,234 百万円 232,252 百万円 △ 1,018 百万円
65,781 百万円 66,782 百万円 △ 1,001 百万円
69,085 百万円 70,135 百万円 △ 1,050 百万円
49,017 百万円 50,080 百万円 △ 1,063 百万円

(2)主要通貨の換算レートと前年同期比変動率

ＵＳドル ＵＳ＄ 108.39 円 114.64 円 5.5% （円高） 112.76 円
ユーロ ＥＵＲＯ 135.10 円 132.76 円 -1.8% （円安） 132.65 円
タイ・バーツ ＢＡＨＴ 2.66 円 2.79 円 4.7% （円高） 2.77 円
円換算基準：毎月末の東京外国為替市場の相場仲値単純平均

２．重要な後発事象
該当する事項はありません。

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

営 業 外 費 用
支 払 利 息

特 別 利 益

売 上 割 引

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他

経 常 利 益

為 替 差 損
そ の 他

投 資 有 価 証 券 評 価 損

退 職 加 算 金

投 資 有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 処 分 損

そ の 他

厚 生 年 金 基 金 補 填 額

環 境 整 備 費

減 損 損 失
営 業 権 償 却

増　　減

売 上 総 利 益

受 取 利 息

科　　目

売 上 高

営 業 利 益
営 業 外 収 益

売 上 原 価

そ の 他
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
当 期 純 利 益

変　動　率

売 上 高
営 業 利 益
経 常 利 益

当期平均為替レート 前年同期為替レート 前期平均為替レート

科　　　目

主要通貨

前年同期ﾚｰﾄで換算当期ﾚｰﾄで換算

当 期 純 利 益

差　　　額

為 替 差 益

少 数 株 主 利 益

特 別 損 失
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３．連結剰余金計算書 
（単位：百万円未満切捨）

　 当期(9ヶ月間) 前年同期 前　　期
科　　　目 自平成16年4月1日 自平成15年4月1日 増　　減 自平成15年4月1日

至平成16年12月31日 至平成15年12月31日 至平成16年3月31日

Ⅰ．資本剰余金期首残高 15,898 15,898 － 15,898

Ⅱ．資本剰余金増加高 － － － －

Ⅲ．資本剰余金減少高 － － － －

Ⅳ．資本剰余金期末残高 15,898 15,898 － 15,898

Ⅰ．利益剰余金期首残高 247,175 216,271 30,904 216,271

Ⅱ．利益剰余金増加高 49,017 29,343 19,674 39,548

当期純利益 49,017  29,343 19,674 39,548

Ⅲ．利益剰余金減少高 43,039 8,620 34,419 8,644

1. 配当金 12,241 8,439 3,802 8,439

2. 取締役賞与 63 169 △ 106 169

3. 自己株式消却額 30,702 － 30,702 －

4. 32 11 21 35

Ⅳ．利益剰余金期末残高  253,154  236,995 16,159  247,175

自己株式処分差損

利
益
剰
余
金
の
部

資
本
剰
余
金
の
部
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４．連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円未満切捨）
当期(9ヶ月間) 前　　期

期    別 自平成16年4月 1日 自平成15年4月 1日 増   減 自平成15年4月 1日
項　　目 至平成16年12月31日 至平成16年3月31日

金    額 金    額 金    額 金    額
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フローⅠ 営業活動によるキャッシュ・フローⅠ 営業活動によるキャッシュ・フローⅠ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 66,169 43,572 22,597 55,496
減 価 償 却 費 15,464 14,690 774 19,988
減 損 損 失 83 － 83 2,040
営 業 権 償 却 － － － 3,300
貸 倒 引 当 金 の 減 少 額 △ 5 △ 1,140 1,135 △ 1,169
賞 与 引 当 金 の 増 加 額 又 は 減 少 額 （ △ ） △ 1,725 △ 1,655 △ 70 191
役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 の 減 少 額 － △ 292 292 △ 292
特 別 修 繕 引 当 金 の 増 加 額 204 178 26 93
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 701 △ 444 △ 257 △ 558
支 払 利 息 85 169 △ 84 189
為 替 差 損 又 は 為 替 差 益 （ △ ） △ 85 1,131 △ 1,216 1,209
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △ 3,304 △ 900 △ 2,404 △ 1,699
固 定 資 産 売 却 益 △ 129 △ 522 393 △ 522
固 定 資 産 処 分 損 672 1,386 △ 714 1,899
投 資 有 価 証 券 売 却 益 － △ 59 59 △ 59
投 資 有 価 証 券 評 価 損 － 469 △ 469 618
取 締 役 賞 与 の 支 払 額 △ 63 △ 169 106 △ 169
そ の 他 338 303 35 565
売 上 債 権 の 増 加 額 △ 9,136 △ 6,603 △ 2,533 △ 4,996
た な 卸 資 産 の 減 少 額 又 は 増 加 額 （ △ ） △ 3,588 △ 1,105 △ 2,483 222
その他流動資産の減少額又は増加額（△） 1,589 △ 1,564 3,153 △ 1,961
仕 入 債 務 の 増 加 額 2,722 6,120 △ 3,398 5,115
未 払 消 費 税 等 の 増 加額 又は 減少 額（ △） △ 426 △ 34 △ 392 17
そ の 他 流 動 負 債 の 増 加 額 761 2,780 △ 2,019 1,702
小 計 68,926 56,310 12,616 81,220
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 680 477 203 659
利 息 の 支 払 額 △ 98 △ 143 45 △ 154
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 21,292 △ 5,768 △ 15,524 △ 6,880
法 人 税 等 の 還 付 額 － 3,899 △ 3,899 3,899
営業活動によるキャッシュ・フロー 48,215 54,775 △ 6,560 78,743
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フローⅡ 投資活動によるキャッシュ・フローⅡ 投資活動によるキャッシュ・フローⅡ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 26,429 △ 17,288 △ 9,141 △ 23,211
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 171 775 △ 604 813
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 10 △ 365 355 △ 378
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 － 102 △ 102 102
貸 付 に よ る 支 出 △ 96 △ 2,430 2,334 △ 2,474
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 164 － 164 2,168
そ の 他 投 資 に 関 す る 支 出 △ 2,522 △ 1,642 △ 880 △ 2,718
そ の 他 投 資 に 関 す る 収 入 245 589 △ 344 660
営 業 権 の 取 得 に よ る 支 出 － － － △ 3,300
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 28,476 △ 20,260 △ 8,216 △ 28,338
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フローⅢ 財務活動によるキャッシュ・フローⅢ 財務活動によるキャッシュ・フローⅢ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の借入及び返済による収入及び支出（△）（純額） △ 348 △ 926 578 △ 1,738
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 161 △ 43 △ 118 △ 43
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 32 △ 32,910 32,878 △ 32,921
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 613 190 423 418
親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額 △ 12,245 △ 8,433 △ 3,812 △ 8,433
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 0 △ 155 155 △ 155
少 数 株 主 か ら の 払 込 に よ る 収 入 － 19 △ 19 19
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 12,176 △ 42,258 30,082 △ 42,853
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 2,936 △ 2,203 5,139 △ 3,198
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△）Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△）Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△）Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△） 10,499 △ 9,946 20,445 4,353
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 80,425 75,694 4,731 75,694
持分法適用会社の新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 377 △ 377 377

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 90,925 66,125 24,800 80,425
（注）連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書の△は、現金及び現金同等物の流出を示しております。

前年同期

至平成15年12月31日
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(1) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
・ 連結子会社数　５７社

主要会社名　　　（海外） HOYA HOLDINGS, INC.、HOYA HOLDINGS N.V.、
HOYA HOLDINGS ASIA PACIFIC PTE LTD, HOYA PHOTONICS, INC.

（国内） HOYA CANDEO OPTRONICS株式会社、HOYAﾍﾙｽｹｱ株式会社
・ 非連結子会社数　－社
・ 関連会社数　　５社（うち、持分法適用会社数　１社　＝　NHﾃｸﾉｸﾞﾗｽ株式会社）

(2) 会計処理の方法等の変更
①連結範囲及び持分法の適用の異動状況
イ．連結範囲　：　
ａ.前年同期末（平成15年12月末）との比較＝１社増加
・新規設立により２社増加 ・ HOYA ELECTRONICS KOREA CO., LTD.（韓国）

・ HOYA GLASS DISK VIETNAM LTD. （ﾍﾞﾄﾅﾑ）

・買収により３社増加 ・ HOYA GLASS DISK PHILIPPINES, INC. (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ）
・ HOYA GLASS DISK MALAYSIA SDN.BHD. (ﾏﾚｰｼｱ）
・ RADIANT IMAGES, INC.(米国）

・親会社への吸収合併により ・ HOYAｵﾌﾟﾃｨｸｽ株式会社
    １社減少
・閉鎖により２社減少 ・ HOYA OPTICAL TAIWAN CO.,LTD. (台湾）

・ KOREA OPTICAL GLASS CO.,LTD. (韓国）

・売却により１社減少 ・ NEW CHROMMEX,INC.（米国）

b.前期末（平成16年3月末）との比較＝２社増加

・新規設立により２社増加 ・ HOYA ELECTRONICS KOREA CO., LTD.（韓国）
・ HOYA GLASS DISK VIETNAM LTD. （ﾍﾞﾄﾅﾑ）

・買収により1社増加 ・ RADIANT IMAGES, INC.(米国）

・閉鎖により１社減少 ・ KOREA OPTICAL GLASS CO.,LTD. (韓国）

ロ．持分法適用会社　：
a.前年同期末（平成15年12月末）との比較
・該当事項はありません。

b.前期末（平成16年3月末）との比較
・該当事項はありません。

当期（９ヶ月） 前年同期 前 期 末
平成16年12月31日現在 平成15年12月31日現在 平成16年3月31日現在

連　結　子　会　社　数 57 56 +1 55
（国内6、海外51） （国内7、海外49） （国内-1、海外+2） （国内6、海外49）

非 連 結 子 会 社 数 － － － －
（国内-、海外-） （国内-、海外-） （国内-、海外-） （国内-、海外-）

関　連　会　社　数 5 5 － 5
（国内5、海外-） （国内5、海外-） （国内-、海外-） （国内5、海外-）

（うち持分法適用会社数） （1） （1） （-） （1）
（国内1、海外-） （国内1、海外-） （国内-、海外-） （国内1、海外-）

合　　計 62社 61社 +1社 60社
（うち持分法適用会社数） （1社） （1社） （-） （1社）

②追加情報　：　（固定資産の減損に係る会計基準）

５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計
審議会平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第6号　平成15年10月31日）が平成16年3月31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用で
きることになったことに伴い、前期第4四半期から同会計基準及び同適用指針を適用しております。

　当期（9ヶ月）において83百万円の減損損失を特別損失に計上しており、前年同期に比べ、税金等調整
前当期純利益は同額減少しております。なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除し
ております。

増    減



１３

［連結キャッシュ・フロー計算書に係る注記］
（単位：百万円未満切捨）

１．現金及び現金同等物の当期（9ヶ月）末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額

当期（9ヶ月） 前年同期 前　　期
平成16年 平成15年 平成16年
12月31日現在 12月31日現在 3月31日現在

現金及び預金勘定 90,925 66,125 80,425
有価証券勘定 － － －
　　　　　計 90,925 66,125 80,425
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － － －
価値の変動についてリスクを負う有価証券 － － －
現金及び現金同等物 90,925 66,125 80,425

２．持分法適用会社に対する議決権の所有割合が増加し連結子会社になったことにより増加した資産及び
負債の主な内訳

当期（9ヶ月）（自　平成16年4月1日　至　平成16年12月31日）
該当事項はありません。

前年同期（自　平成15年4月1日　至　平成15年12月31日）
HOYA-SCHOTT㈱（平成15年6月30日現在。現商号HOYA CANDEO OPTRONICS㈱。）
流　動　資　産 2,052
固　定　資　産 554
資　産　合　計 2,607
流　動　負　債 701
固　定　負　債 168
負　債　合　計 870

前　期（自　平成15年4月1日　至　平成16年3月31日）
HOYA-SCHOTT㈱（平成15年6月30日現在。現商号HOYA CANDEO OPTRONICS㈱。）
流　動　資　産 2,052
固　定　資　産 554
資　産　合　計 2,607
流　動　負　債 701
固　定　負　債 168
負　債　合　計 870

３．重要な非資金取引の内容

当期（9ヶ月）（自　平成16年4月1日　至　平成16年12月31日）
自己株式の消却 30,702 百万円

前年同期（自　平成15年4月1日　至　平成15年12月31日）
該当事項はありません。

前　期（自　平成15年4月1日　至　平成16年3月31日）
該当事項はありません。
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[有価証券及びデリバティブ取引に係る注記]

１．時価のある有価証券
（単位：百万円未満切捨）

(1)満期保有目的の債券 連結貸借対
照表計上額 時　価 差　額 連結貸借対

照表計上額 時　価 差　額 連結貸借対
照表計上額 時　価 差　額

　①国債・地方債等 － － － － － － － － －
　②社　　　　　債 － － － － － － － － －
　③そ　　の　　他 － － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

取得原価 連結貸借対
照表計上額 差　額 取得原価 連結貸借対

照表計上額 差　額 取得原価 連結貸借対
照表計上額 差　額

　①株　　　式 159 290 131 159 230 70 102 109 6
　②債　　　券 － － － － － － － － －
    国債・地方債等 － － － － － － － － －
    社         債 － － － － － － － － －
    そ    の   他 － － － － － － － － －
　③そ　の　他 － － － － － － － － －

159 290 131 159 230 70 102 109 6

２．時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）
（単位：百万円未満切捨）

(1)満期保有目的の債券

　①国債・地方債等 － － －
　②社　　　　　債 － － －
　③そ　　の　　他 － － －

　計 － － －
(2)関係会社株式

　①非上場株式 8,881 5,689 4,852
　計 8,881 5,689 4,852

(3)その他有価証券

　①非上場株式 271 273 418
　計 271 273 418

３．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益等

　　　　該当事項はありません。

連結貸借対照表　計上額 連結貸借対照表　計上額 連結貸借対照表　計上額

区分

前    期
（平成16年3月31日現在）（平成16年12月31日現在）

当期（9ヶ月）

計

計

区分

(2)その他有価証券

前年同期
（平成15年12月31日現在）

前年同期
（平成15年12月31日現在）

連結貸借対照表　計上額

当期（9ヶ月）

連結貸借対照表　計上額

連結貸借対照表　計上額連結貸借対照表　計上額

連結貸借対照表　計上額

前　　 期
（平成16年12月31日現在） （平成16年3月31日現在）

連結貸借対照表　計上額



１５

[税効果会計に係る注記]

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：百万円未満切捨）

(1) 流動の部 当期（9ヶ月） 前　期 前年同期
平成16年 平成16年 平成15年

繰延税金資産 12月31日現在 3月31日現在 12月31日現在
たな卸資産未実現利益 1,952 1,604 1,053
賞与引当金否認額 778 1,409 747
減価償却損金算入限度超過額 595 1,493 1,238
未払事業税否認額 391 1,200 811
その他 1,513 1,358 1,433

繰延税金資産　小計 5,232 7,066 5,283

(2) 固定の部
繰延税金資産
減価償却損金算入限度超過額 1,927 2,069 1,315
減損損失否認額 858 824 －
貸倒引当金損金算入限度超過額 153 181 176
その他 727 859 1,075

繰延税金資産　合計 3,666 3,934 2,567

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △ 445 △ 467 △ 521
特別償却準備金 △ 308 △ 289 △ 314
その他有価証券評価差額金 △ 27 － －
その他 △ 165 △ 165 △ 171

繰延税金負債　合計 △ 947 △ 922 △ 1,007
繰延税金資産の純額 2,719 3,012 1,559

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当期（9ヶ月間） 前年同期 前　期
自平成16年4月1日 自平成15年4月1日 自平成15年4月1日
至平成16年12月31日至平成15年12月31日 至平成16年3月31日

連結財務諸表提出会社の法定実効税率 40.4 ％ 41.7 ％ 41.7 ％
（調　整）
海外連結子会社の税率差異 △ 13.0 △ 9.8 △ 12.4
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3 0.6 0.7
住民税均等割等 0.1 0.2 0.2
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 3.2 △ 2.6 △ 2.1
受取配当金等連結消去に伴う影響額 3.2 2.0 1.6
持分法による投資利益 △ 2.0 △ 0.8 △ 1.2
試験研究費等の特別税額控除 △ 0.7 － △ 1.1
その他 0.6 1.1 1.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.7 32.4 28.5



１６

[退職給付に係る注記]
（単位：百万円未満切捨）

　１．当社グループの採用する退職給付制度

　２．退職給付債務等の内容
(1) 退職給付債務及びその内訳

該当事項はありません。

当期（9ヶ月間） 前年同期 前　　期
自平成16年4月1日 自平成15年4月1日 自平成15年4月1日

(2) 退職給付費用の内訳 至平成16年12月31日 至平成15年12月31日 至平成16年3月31日

厚生年金基金補填額 － 887 887
退職加算金 765 851 1,089
退職給付費用 765 1,739 1,977

(3) 退職給付債務等の計算基礎
記載すべき事項はありません。

[固定資産の減損に係る注記]

場　　所 用　　途 種　　類

クリスタル部門に
おける武蔵工場
（埼玉県入間市）
等

クリスタル
製造設備等

建物・機械装
置、リース資
産等

当期（9ヶ月） 前年同期 前　　期
自平成16年4月1日 自平成15年4月1日 自平成15年4月1日

至平成16年12月31日 至平成15年12月31日 至平成16年3月31日
建物 － － 1,004
機械装置 23 － 461
工具器具備品 33 － 67
リース資産 － － 276
その他 26 － 230
計 83 － 2,040

　クリスタル部門は、市場の低迷により個人需要・法人向けギフトともに落ち込みが大きいため、同部門
に係る資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を次のとおり減損損失として特別
損失に計上しました。

　なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを5％で
割り引いて算定しております。

　従来、退職一時金制度及び厚生年金基金制度を採用しておりましたが、平成15年3月期第3四半期に
おいて退職一時金制度を廃止しました。厚生年金基金につきましては、平成15年1月29日に厚生労働大
臣より解散の認可を得て同日解散し、結了手続きを進めておりましたが、当期（9ヶ月）の平成16年5
月26日に厚生労働大臣より清算結了の承認を得ました。

　当社は、ビジネス・ユニットを基準として、資産のグループ化を行なっており、当期（9ヶ月）及び前期
第4四半期において、以下の資産グループについて減損処理をしました。
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（３）セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報
　（単位：百万円未満切捨）

期　別 当期（9ヶ月間）：自 平成16年4月１日　　至 平成16年12月31日
情 報 ・ 通 信

科　目 セグメント  ｴﾚｸﾄﾛ
ｵﾌﾟﾃｨｸｽ ﾎﾄﾆｸｽ ﾋﾞｼﾞｮﾝｹｱ ﾍﾙｽｹｱ ｸﾘｽﾀﾙ ｻｰﾋﾞｽ

１．売上高及び営業損益

　売　上　高  
　(1)外部顧客に対する売上高 124,726 8,370 70,471 23,598 2,841 1,226 231,234 － 231,234
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 467 166 16 0 43 3,812 4,506 (4,506) －

計 125,193 8,536 70,487 23,598 2,884 5,039 235,741 (4,506) 231,234
　営業費用 76,474 7,608 57,624 18,065 2,987 4,521 167,280 (1,827) 165,453

営業利益又は営業損失(△) 48,719 928 12,863 5,532 △ 102 518 68,460 (2,679) 65,781
営業利益率　（％） 38.9% 10.9% 18.3% 23.5% -3.6% 10.3% 29.0% － 28.4%

２．資産、減価償却費及び資本的支出等

資　　　産 164,117 8,336 91,024 21,322 2,198 3,068 290,067 39,672 329,739
減価償却費 10,439 96 4,267 487 － 34 15,325 139 15,464
減損損失 － － － － 83 － 83 － 83
資本的支出 25,200 103 4,907 600 83 169 31,065 186 31,251
研究開発費 6,053 641 1,242 528 17 － 8,483 － 8,483
従業員数（名） 13,372 88 6,200 582 176 259 20,677 55 20,732

　
期　別 前年同期：自 平成15年4月1日　　至 平成15年12月31日

情 報 ・ 通 信 アイケア

科　目 セグメント  ｴﾚｸﾄﾛ
ｵﾌﾟﾃｨｸｽ ﾎﾄﾆｸｽ ﾋﾞｼﾞｮﾝｹｱ ﾍﾙｽｹｱ ｸﾘｽﾀﾙ ｻｰﾋﾞｽ

１．売上高及び営業損益

　売　上　高  
　(1)外部顧客に対する売上高 97,526 3,489 73,775 21,186 3,419 989 200,386 － 200,386
　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 44 － 10 0 53 4,479 4,588 (4,588) －

計 97,571 3,489 73,786 21,186 3,472 5,468 204,975 (4,588) 200,386
　営業費用 64,967 3,515 61,493 16,643 3,614 5,024 155,257 (3,485) 151,771

営業利益又は営業損失(△) 32,604 △ 25 12,293 4,543 △ 141 444 49,717 (1,102) 48,615
営業利益率　（％） 33.4% -0.7% 16.7% 21.4% -4.1% 8.1% 24.3% － 24.3%

２．資産、減価償却費及び資本的支出等

資　　　産 131,907 2,275 96,217 16,569 4,930 2,798 254,700 20,550 275,251
減価償却費 9,652 50 4,250 399 258 23 14,633 56 14,690
資本的支出 12,474 35 5,141 953 152 14 18,772 19 18,791
研究開発費 5,447 195 1,015 643 20 － 7,322 △ 79 7,243
従業員数（名） 8,438 135 5,874 562 175 355 15,539 50 15,589

＜参考＞　前年同期との増減比較は、次のとおりです：
増　　　　減

情 報 ・ 通 信 アイケア

科　目 セグメント  ｴﾚｸﾄﾛ
ｵﾌﾟﾃｨｸｽ ﾎﾄﾆｸｽ ﾋﾞｼﾞｮﾝｹｱ ﾍﾙｽｹｱ ｸﾘｽﾀﾙ ｻｰﾋﾞｽ

　売　上　高 増減額

　(1)外部顧客に対する売上高増減額 27,200 4,881 △ 3,304 2,412 △ 578 237 30,848 － 30,848
外部売上高の増減率　（％） 27.9% 139.9% -4.5% 11.4% -16.9% 24.0% 15.4% － 15.4%

　(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間売上高又は振替高増減額 423 166 6 0 △ 10 △ 667 △ 82 82 －
計 27,622 5,047 △ 3,299 2,412 △ 588 △ 429 30,766 82 30,848

　営業費用増減額 11,507 4,093 △ 3,869 1,422 △ 627 △ 503 12,023 1,658 13,682
　　営業損益額増減額 16,115 953 570 989 39 74 18,743 △ 1,577 17,166

営業損益の増減率　（％） 49.4% － 4.6% 21.8% － 16.7% 37.7% － 35.3%
営業利益率の増減（ﾎﾟｲﾝﾄ） 5.5 11.6 1.6 2.1 0.5 2.2 4.7 － 4.1
資　　　産 増減額 32,210 6,061 △ 5,193 4,753 △ 2,732 270 35,367 19,122 54,488
減価償却費 増減額 787 46 17 88 △ 258 11 692 83 774
減損損失 増減額 － － － － 83 － 83 － 83
資本的支出 増減額 12,726 68 △ 234 △ 353 △ 69 155 12,293 167 12,460
研究開発費 増減額 606 446 227 △ 115 △ 3 － 1,161 79 1,240
従業員数（名） 増減数 4,934 △ 47 326 20 1 △ 96 5,138 5 5,143

消去又は
全社 連結

消去又は
全社 連結

アイケア

生 活 文 化

生 活 文 化

計

計

生 活 文 化

計 消去又は
全社 連結
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（ 注）
１．事業区分の方法及び各区分に属する主要製品及び役務の名称

分　　　野 事業 主要製品及び役務

ｴﾚｸﾄﾛ 半導体用ﾌｫﾄﾏｽｸ・ﾏｽｸﾌﾞﾗﾝｸｽ、液晶用ﾏｽｸ・液晶部品､

ｵﾌﾟﾃｨｸｽ HDD用ｶﾞﾗｽﾃﾞｨｽｸ、光学ﾚﾝｽﾞ・光学ｶﾞﾗｽ、電子用ｶﾞﾗｽ、光通信関連ﾃﾞﾊﾞｲｽ

ﾎﾄﾆｸｽ 各種ﾚｰｻﾞｰ機器、電子産業用光源、特殊光学ｶﾞﾗｽ

ﾋﾞｼﾞｮﾝｹｱ ﾒｶﾞﾈ用ﾚﾝｽﾞ・ﾌﾚｰﾑ、ﾚﾝｽﾞ加工機器

ﾍﾙｽｹｱ ｺﾝﾀｸﾄﾚﾝｽﾞ、眼内ﾚﾝｽﾞ

ｸﾘｽﾀﾙ ｸﾘｽﾀﾙｶﾞﾗｽ製品

ｻｰﾋﾞｽ 情報ｼｽﾃﾑの構築、人材派遣、業務請負

※ なお、当社の事業区分の方法は、製品の種類・性質等の類似性を考慮して区分しております。

※

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、
当期（9ヶ月間） 2,035 百万円
前 年 同 期 1,491 百万円

であり、その主なものは、本社部門並びに海外のエリア持株会社に係る費用であります。

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、
当期（9ヶ月） 53,194 百万円
前 年 同 期 35,776 百万円

情 報 ・ 通 信

であり、その主なものは、余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び本社部門並びに海外
のエリア持株会社に係る資産等であります。

前期までｴﾚｸﾄﾛｵﾌﾟﾃｨｸｽ部門に区分しておりましたHOYA CANDEO OPTRONICS㈱（旧HOYA-SCHOTT㈱）を当期（9ヶ月間）
よりﾎﾄﾆｸｽ部門に移管しました。なお、同社は、前期の第1四半期末において持分法適用会社から連結子会社となって
おります。

生 活 文 化

ア イ ケ ア



１９

２．所在地別セグメント情報

　 　（単位：百万円未満切捨）

期　別 当期（9ヶ月間）：自 平成16年4月１日　　至 平成16年12月31日

科　目 セグメント 日本 北米 欧州 アジア 計 消去又は
全社 連結

１．売上高及び営業損益
　売 上 高
  (1)外部顧客に対する売上高 173,911 23,501 24,909 8,911 231,234 － 231,234
  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 14,580 87 188 66,430 81,286 (81,286) －

計 188,492 23,588 25,097 75,342 312,521 (81,286) 231,234
　営業費用 152,290 23,358 20,638 51,616 247,902 (82,449) 165,453
　　営業利益 36,202 230 4,459 23,726 64,618 1,162 65,781
　　営業利益率 （％） 19.2% 1.0% 17.8% 31.5% 20.7% － 28.4%
２．資　　　　産 175,708 19,001 31,355 99,470 325,535 4,204 329,739

期　別 前年同期：自 平成15年4月1日　　至 平成15年12月31日

科　目 セグメント 日本 北米 欧州 アジア 計 消去又は
全社 連結

１．売上高及び営業損益
　売 上 高
  (1)外部顧客に対する売上高 137,785 25,394 28,132 9,074 200,386 － 200,386
  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 12,594 69 836 43,490 56,990 (56,990) －

計 150,380 25,463 28,969 52,564 257,377 (56,990) 200,386
　営業費用 121,823 24,405 22,266 40,987 209,482 (57,710) 151,771
　　営業利益 28,556 1,058 6,702 11,577 47,895 719 48,615
　　営業利益率 （％） 19.0% 4.2% 23.1% 22.0% 18.6% － 24.3%
２．資　　　　産 152,407 18,267 28,952 66,239 265,868 9,383 275,251

＜参考＞　前年同期との増減比較は、次のとおりです：
増　　　　　減

科　目 セグメント 日本 北米 欧州 アジア 計 消去又は
全社 連結

　売 上 高 増減額
　 (1)外部顧客に対する売上高増減額 36,126 △ 1,893 △ 3,223 △ 163 30,848 － 30,848

外部売上高増減率　（％） 26.2% -7.5% -11.5% -1.8% 15.4% － 15.4%
  (2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間売上高又は振替高増減額 1,986 18 △ 648 22,940 24,296 (24,296) －

計 38,112 △ 1,875 △ 3,872 22,778 55,144 (24,296) 30,848
　営業費用増減額 30,467 △ 1,047 △ 1,628 10,629 38,420 (24,739) 13,682
　　　営業利益額増減額 7,646 △ 828 △ 2,243 12,149 16,723 443 17,166

営業利益額増減率　（％） 26.8% -78.3% -33.5% 104.9% 34.9% － 35.3%
　　資　　　　産 増減額 23,301 734 2,403 33,231 59,667 △ 5,179 54,488

(注)１． 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、
当期（9ヶ月間） 1,716 百万円、
前 年 同 期 1,296 百万円、

であり、その主なものは、本社部門に係る費用であります。

２．
当期（9ヶ月） 47,887 百万円、
前 年 同 期 30,499 百万円、

資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、

であり、その主なものは、余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び本社部門に係
る資産等であります。



２０

３．海外売上高

（単位：百万円未満切捨）
期　別 当期（9ヶ月間）

自　平成16年4月1日
至　平成16年12月31日

科　目　　　　　　ｾｸﾞﾒﾝﾄ 北　米 欧　州 アジア そ の 他 の
地 域 合　計

海外売上高 33,835 27,015 44,634 4 105,489

連結売上高 231,234

連結売上高に占める
海外売上高の割合（％） 14.6% 11.7% 19.3% 0.0% 45.6%

海外売上高における
地域別の割合（％） 32.1% 25.6% 42.3% 0.0% 100.0%

期　別 前年同期
自　平成15年4月1日
至　平成15年12月31日

科　目　　　　　　ｾｸﾞﾒﾝﾄ 北　米 欧　州 アジア そ の 他 の
地 域 合　計

海外売上高 28,014 30,116 31,866 5 90,003

連結売上高 200,386

連結売上高に占める
海外売上高の割合（％） 14.0% 15.0% 15.9% 0.0% 44.9%

海外売上高における
地域別の割合（％） 31.1% 33.5% 35.4% 0.0% 100.0%

＜参考＞　前年同期との増減比較は、次のとおりです：
増　　　　減

科　目　　　　　　ｾｸﾞﾒﾝﾄ 北　米 欧　州 アジア そ の 他 の
地 域 合　計

海外売上高増減額 5,821 △ 3,101 12,768 △ 1 15,486

連結売上高増減額 30,848

海外売上高増減率（％） 20.8% -10.3% 40.1% -20.0% 17.2%

（注）国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
　1.国又は地域の区分の方法・・・・・・地理的近接度による。
　2.各区分に属する主な国又は地域・・・北米：米国、カナダ等

欧州：オランダ、ドイツ、イギリス等
アジア：シンガポール、タイ、韓国、台湾等
その他の地域：サウジアラビア、ブラジル等



２１

（４）販売の状況（連結部門別売上高明細表）　

（単位：百万円未満切捨）

期　別 当期（9ヶ月間） 前  期

自　平成16年4月 1日 自　平成15年4月 1日 増   減 自　平成15年4月 1日

至　平成16年12月31日 至　平成15年12月31日 至　平成16年3月31日

分野・事業別 金 額 構成比％ 金 額 構成比％ 金 額 増減率％ 金 額 構成比％

国　　内 66,014 52.9 56,496 57.9 9,518 16.8 77,344 57.3

海　　外 58,712 47.1 41,030 42.1 17,682 43.1 57,726 42.7

　ｴﾚｸﾄﾛｵﾌﾟﾃｨｸｽ 124,726 53.9 97,526 48.7 27,200 27.9 135,071 49.8

国　　内 5,425 64.8 2,200 63.1 3,225 146.6 2,394 58.2

海　　外 2,944 35.2 1,289 36.9 1,655 128.4 1,721 41.8

  ホトニクス 8,370 3.6 3,489 1.7 4,881 139.9 4,116 1.5

国　　内 71,440 53.7 58,696 58.1 12,744 21.7 79,739 57.3

海　　外 61,656 46.3 42,319 41.9 19,337 45.7 59,448 42.7

情　報　・　通　信 133,096 57.6 101,016 50.4 32,080 31.8 139,187 51.3

国　　内 27,561 39.1 26,588 36.0 973 3.7 35,251 35.9

海　　外 42,910 60.9 47,186 64.0 △ 4,276 △ 9.1 62,952 64.1

　ビジョンケア 70,471 30.5 73,775 36.8 △ 3,304 △ 4.5 98,203 36.2

国　　内 23,093 97.9 21,042 99.3 2,051 9.7 28,142 99.2

海　　外 504 2.1 144 0.7 360 250.0 238 0.8

  ヘルスケア 23,598 10.2 21,186 10.6 2,412 11.4 28,380 10.4

国　　内 50,654 53.8 47,630 50.2 3,024 6.3 63,393 50.1

海　　外 43,414 46.2 47,330 49.8 △ 3,916 △ 8.3 63,190 49.9

ア　イ　ケ　ア 94,069 40.7 94,961 47.4 △ 892 △ 0.9 126,584 46.6

国　　内 2,422 85.3 3,066 89.7 △ 644 △ 21.0 3,841 88.9

海　　外 418 14.7 353 10.3 65 18.4 480 11.1

  クリスタル 2,841 1.2 3,419 1.7 △ 578 △ 16.9 4,321 1.6

国　　内 1,226 100.0 989 100.0 237 24.0 1,350 100.0

海　　外 － － 0 0.0 0 － 0 0.0

  サービス 1,226 0.5 989 0.5 237 24.0 1,350 0.5

国　　内 3,649 89.7 4,055 92.0 △ 406 △ 10.0 5,192 91.5

海　　外 418 10.3 353 8.0 65 18.4 480 8.5

生　活　文　化 4,067 1.8 4,409 2.2 △ 342 △ 7.8 5,672 2.1

国　　　　内 125,744 54.4 110,383 55.1 15,361 13.9 148,325 54.6

海　　　　外 105,489 45.6 90,003 44.9 15,486 17.2 123,118 45.4

合　　　　計 231,234 100.0 200,386 100.0 30,848 15.4 271,443 100.0

前年同期


